
※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

ANAホールディングス
デジタルデザインラボ

保理江裕己 050-3755-3057 y.horie@anahd.co.jp

（複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

ANAホールディングス ドローン事業化プロジェクト

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

ANAホールディングスでは、ドローンによる物資配送サービスの全国での立ち上げを目指し、ニーズがある自治体と連携し、実
証を繰り返しており、ドローンを活用した社会課題（人口減少、高齢化に伴い発生する、買い物難民、医療へのアクセス、雇用、
人口流出）の解決を目指している。日常における課題や災害時における課題解決に資するサービスの磨きこみを行っている。ま
た、既存の航空貨物との連携による高速物流も視野に入れ、ドローンによる配送ネットワークを構築することで、全国の離島エリ
アを中心に、インフラコストの低い配送網を構築できると考えている。加えて、ANAグループでは、アバターと呼ばれる遠隔操作
ロボットによる事業も進めており、アバターロボットによる医療介護分野での活用や教育、買い物といった用途での活用を進めて
いる。地域によっては、アバターとドローンとを連携させることで、地域の課題を解決できるものと考えている。

（３）その他

様式１

小型無人機(ドローン） を遠隔制御/遠隔運航管理する技術を有し、物資を配送するサービスを行う。

LTE通信を介して遠隔で運航管理することで、遠く離れたドローン管理センターから、現場の自律飛行型ド

ローンを離陸から着陸まで制御し、運航管理することで、遠隔地においても物資を配送できる。現時点では機

体の製造はしていないが、離着陸地点の地理的特性や配送を必要とする顧客のニーズにそって、様々な機

体から最適な機体を選び、遠隔で運航管理することに強みを持つ。これまでに、数種類のマルチコプターによ

る（内、2種類の機体で補助者なし目視外飛行の許可）配送や、固定翼VTOL（VTOL:垂直離着陸機）での補

助者あり目視外飛行による物資配送を実現している。(2)に記載するような課題に対して、マルチコプター型ド

ローンによる物資配送や、固定翼VTOL型による長距離物資配送を実現していく。

加えて、エアラインの航空機運航管理や人材育成の知見を生かした遠隔運航管理者の育成も行う。（地域の

担い手確保）

【これまでの実績】

・補助者なし目視外飛行許可 5案件、補助者なし目視外飛行として30時間の飛行実績

【福岡市玄界島・能古島・西区の3地点間ドローン配送（2019年5月、8月)】

福岡市玄界島で捕れた新鮮なアワビやサザエを、対岸の西区や能古島のバーベキュー場へドローンで配

送した。

顧客は、LINEのアプリを用いて、オンデマンドで注文、決済が行われ、即時にドローンで配送される実証を

行った。

（本件は、近接する異なる２経路において2機を同時間帯に飛行させ、遠隔運航管理を成功させた全国初

の事例)

【長崎県五島市での3離島間配送（2019年9月〜10月および2020年1月）】

買い物難民や離島山間エリアの買い物に不便な地域の方々への日用品や、医薬品、診療所や五島中央

病院と連携して血液サンプル等のドローンでの配送を行った。日常や緊急時における医療や、日用品の配送

で効果を発揮した。

・高齢化、過疎化の進むエリアにおける買い物難民/買い物不便者に対する日用品の配送や、商店のない離

島におけるオンデマンド配送の実現。

・高齢化、過疎化の進むエリア等における医療へのアクセスに課題がある方への遠隔診療、遠隔服薬指導後

の処方薬の配送。

離島地域への医薬品の緊急配送や血液検体の配送による医療課題の解決。

・災害発生時の緊急支援物資配送。速やかな被害状況の把握。
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

（３）その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

ＳＢドライブ株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

■当社所有技術
①自動運転車両の遠隔監視システム「dispatcher」
②フランスNAVYA社製自律走行バス「NAVYA ARMA」
（いずれも資料添付いたします）

■実績
弊社所有のNAVYA　ARMAについては、2019年6月に緩和基準認定を頂き、以降、全国各地にて、自動走行実
証を実施しております。2020年4月には、茨城県境町にて実用化を予定。詳しくは弊社ＨＰをご確認ください。
https://www.softbank.jp/drive/

離島に限らず、高齢者が多い地域では、バスの廃線やドライバー不足などの課題があります。自動運転バスで
人手不足を解決し、公共交通の維持に貢献します。弊社は、遠隔運行管理システムや自動運転システムを組み
合わせることで、日本の公道での自動運転バスの実用化を目指します。

渉外部 渡辺敏浩 080-4108-2516
toshihiro.watanabe@g.softbank.co.
jp

様式１
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（複数団体による提案も可とします）

　弊社は母体であるレイヤーズ・コンサルティング（大企業向け経営コンサルティングファーム）の経営ノウハウと、
関係企業様の保有技術を活用し、スクール事業を主軸にして実証実験を積み重ねている。
　弊社の強みとしてスクール事業を通じた解析技術やドローンオペレーション技術を有し、各省庁の補助金を用いた実証
事業を行い配送に関するノウハウを蓄積している。

□資する技術
＜スクール分野＞
・土木測量（i-Construction基準対応）：
　大手建機メーカー様が国内4000を超える建設現場で培った3D測量ノウハウ

・森林測量（森林資源量調査）：
　森林空撮による森林資源量調査ノウハウ
　エリア毎の木の本数、1本毎の直径、高さ、位置を自動で算出・記録が可能。

・圃場生育診断
・ドローンに関する基礎技能と基礎知識に関する分野

＜実証分野＞
・大型ドローンによる配送（2018年度～2019年度実証）
・顔認証システム（2019年度実証）
・遠隔診療（2020年度実証）
・害獣駆除（2019年度実証）
・農地作付確認（2019年度実証～2020年度実証）

※実績については（3）その他にて記載しております。

提案団体名　株式会社Future Dimension Drone Institute

○提案内容 仮題　大型ドローンによる目視外補助者なし運用における物資配送（離島モデル）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

＜想定している地域課題＞
①物資を本土からの配送に頼っている離島における、災害時に孤立する住民への災害物資・医薬品の供給
②人口減少による荒廃農地の増加とそれに伴う害獣被害、高齢化による認知症の増加と受診へのアクセスの悪さ
③働く場所がないことによる働き手・若年層の流出

課題解決の方向性　【魅力あふれるサスティナブルな離島モデル】
・利用技術
　大型ドローンにおける目視外補助者無しの一人運用による災害時を想定した物資配送の技術的検証
　長距離長時間飛行・遠隔制御システム・リアルタイム映像伝送・顔認証システム

　遠隔診療と大型ドローンによる医薬品配送の技術的検証
　高精細なテレビ通話・映像伝送・顔認証システム
　
　多分野活用の技術的検証
　土木測量・森林測量・害獣センシング（定点観測＋ドローン空撮）・圃場調査・災害現場調査（火災時、港の崩壊時）
　風力発電や波力発電の点検・テトラポッド点検・太陽光パネル点検・災害ゴミの回収（曳航フライト）
　
　ドローンの観光ツール化の技術的検証
　例　VRゴーグルによる空からの離島観光、海産物のドローン配送、ドローンによるフィッシング（ドローンフィッシュ）
　　　　マリンスポーツにおける利用（空撮、海上ドローンサッカー、フロートデバイスを装着したドローンによるレース）

上記モデルを弊社がリードし、以下の流れで社会実装を行う。
①大型ドローン・運用体制を構築
②運用ノウハウの移管（マニュアル化と地域内でのパイロット養成）
③多分野活用モデルへシフト（パイロットの更なる高度人材化）
④弊社サポートなしに、自治体が自立してドローン活用の推進

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

<実績>
2017/09/04　「ドローンを活用した地域協働事業に関する包括連携協定書」の調印を行う。（和気町・弊社）
2017/12/04　内閣府に「国家戦略特区」提案書の提出を行う。（和気町・弊社連名で提出）
※中山間地域の特性および河川上空空間を活かした大型ドローンによる輸送改革・地域創生モデル実証特区

2018/02/05　「災害時における支援協力に関する協定書」の調印を行う。（和気町・弊社）
2018/05/28　コマツ認定ドローン測量実践コースの講習を開講する。
2018/08/27　国土交通省・環境省の「山間部等でのドローン物流検証実験事業」に採択される。
2019/03/29　平成31年度地方創生推進交付金事業に採択される。（事業期間　令和元年度～三年度）
※事業名　「ドローンを活用した地域課題解決プロジェクト」

2019/04/01　町職員で構成する「和気町ドローン航空隊」を創設
2019/06/21　総務省　平成31年度IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築事業に採択される。
※事業名　「中山間地域における大型ドローンの目視外・補助者なしによる安心・安全かつ効率化されたIoTシステム構築事業」
2019/08　コマツ認定森林見える化コースの講習を開講する。
2020/02　コニカミノルタ認定農業コースの講習を開講する。

（３）その他

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

株式会社Future Dimension
Drone Institute

林　大暉 0869-93-4866 info.f@fddi.jp

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

＜直近のメディア掲載＞
◆新聞・雑誌
2019/10/06　山陽新聞　 ｢ドローンで山間部に荷物配送　和気町で２度目の検証実験開始｣
2019/11/27　読売新聞(岡山) 　「人あり」
2019/11/30　日本経済新聞　電子版　「岡山×ドローン 可能性を探り官民が実証実験」
2020/01/29　日本経済新聞　朝刊31面・電子版　特集「IN FOCUS」
2020/2/6　　 日経コンピュータ号「ドローンテック」　P24-37の特集内
◆テレビ

   2019/12月放映　NHK岡山
  2020/1/11放映　テレビせとうち「プライド」 

2020/1/31放映　岡山放送OHK「金バク」
2020/2/10放映　テレビ東京「ワールドビジネスサテライト(WBS)」
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

上記３つのソリューションをワンストップでかつDaaS(Drone as a Service)、すなわちサブスクリプションでの提供
を通じて、現在直面する港湾・道路の維持・整備の限界によるインフラ悪化、船舶物流事業者の抱える就労者不
足・新たな担い手の創出などの課題の解決に資すると考えています。

・物流（から発展してモビリティ）
離島自治体や、ユニバーサルサービスを提供する大手から地元中小物流事業者まで、また海上旅客運送事業
者などが共同で利用することにより、利便性・既存サービスレベルを維持しながら適切な料金体系での提供。

・防災
災害発生時に②の設置箇所の状況を常時把握、また、道路や通信環境の不通時に対する孤立地域などへの緊
急対応としてドローンを用いた物流支援や代替通信ネットワーク構築を①により実現。

・医療
遠隔医療システムとの組合せにより医療物資・薬などの輸送を通じて、島内にいながらにして本土と遜色ない
サービスを提供。

私たちは５年以上の取り組みを通じて離島生活者の抱える課題を十分に理解しており、また2019年３月の五島市における社会
実装を前提とした実証実験などで証明されたように、課題解決に対して費用・便益・技術などをバランスを勘案した最適解を導
き、より具体的・現実的な方針を提案することができます。
物流・防災・医療などの課題の解決には、私たちの技術・ソリューション・サービスを多くの離島を中心とした「実際に住民の方々
が生活を営んでいるリアルフィールド」での実証実験を通じたデータの蓄積が必要だと強く感じています。
スマートアイランドを通じてその機会を多く頂き、知見・経験を共有することで早期の社会実装を実現したいと考えております。

（３）その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

株式会社かもめや 正木　剛 070-4432-1852 masaki@kamomeya-inc.com

株式会社かもめや （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

当社は、保有する以下の３つのコア技術・ソリューションにて構成された、世界で唯一の「陸・海・空」の統合管理
を行う無人物流インフラプラットフォームの提供・社会実装化を目指しております。

①通信インフラ（無人移動体伝送システム）
・４Ｇ回線水準の通信品質を確保しづらい離島間エリアなど向けに、「目視外補助者なし飛行」に必要な画像伝
送情報を「パケット通信料比大幅低コスト」で「簡便」「高品質」「高速」に提供する通信インフラを独自開発。
・2019年12月に香川県三豊市にて離島間実証試験を行い、技術面・実運用で問題ないことを確認。

②気象ライブソリューション
・「無人航空機の目視外飛行に関する要件」を満たすために必要となる気象情報（風速・風向・気温・湿度・雨量）
や離発着地点画像を、下記③運行管理システムやアプリなどを通じて提供。
・平成30年度・令和元年度において、長崎県五島市の６島に15基設置し、将来の定期路線の離発着ポイント候
補の調査用途の他、複数の大型台風などの自然災害対応における情報提供に一部貢献。

③運行管理システム
・提供エリア内の陸・海・空各々無人航行する複数の移動体同士を安全かつ高効率に運用・運行・統合管理を行
うことを目的としたものであり、そのうち核となる要素については自社開発。
・2019年８月より統合オペレーションセンターとして試験運用を開始。

様式１
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K A M O M E Y A  I n c .
瀬 戸 内 の 空 か ら 、離 島 の 生 活 に 革 命 を。
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瀬 戸 内 の 空 から、
離 島 の 生 活 に 革 命 を 。

か も め や に つ い て

L i f e  i n n o v a t i o n  f r o m  S e t o u c h i  i s l a n d s .

日本における離島の数は 6852島、そのうち418島ある有人島の多くでは高齢化が

進み、交通や輸送の不便さから、島を出て生活せざるをえない人がたくさんいます。

人口が数名にまで減ってしまった島も少なくありません。そのような場所では人手不足

や定期航路縮小などの問題から、これまでの仕組みを維持していくことが困難な状況

です。しかし、どんな場所に住んでいても、そこにはそれぞれの生活があります。

私たちは、そんな離島の不便を解消する無人輸送サービスを計画しています。注文

したモノを24時間いつでもドローンや無人船などの輸送ロボットが自宅まで届けて

くれる。まるで近所のコンビニで買い物をするように、欲しいものがいつでも手に入る。

離島で暮らすすべての人に、そんな街で暮らすのと変わらない便利な日常を提供

していきます。
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H I S T O R Y A R C H I V E

瀬戸内海は、多島美の景観で世界的に賞賛される

海域です。ところがその景観を形成する島々の多くで

は過疎高齢化が進み、人口 100 人未満の島も増え

てきました。そのような離島には、商店はおろか病院

や診療所もないところが多く、1日数便の定期航路に

頼る生活は、気象状況により郵便や新聞も満足に受

け取ることができません。離島に暮らす人からは、普

段の買い物や薬の受け取りの不便さに加え、通院や

2015年 1月
香川県高松市にてクラウド
ファンディングによる日本初の
長距離海上輸送実験に成功
（高松港～男木島：9km）

2015年 9月
香川県観音寺市にて日本初
のドローンによる物流・医療・
防災、3分野複合実験に成功

2017年 8月
Smart.ONBA
（無人輸送車）
プロジェクト開始

2017年 12月
Donbura.Co
（無人輸送船）
プロジェクト開始

2018年 3月
OCEAN
（無人物流プラットフォーム）
プロジェクト開始

2018年 8月
KAZAMIDORI
（リアルタイム気象ライブ機能）
提供開始

2018年 2月
KamomeAir
（無人航空機）
第2期プロジェクト開始

2019年 3月
長崎県五島市
「ドローンi-Landプロジェクト」
離島間無人物流事業を受託

緊急時の不安を聞くことが多くなりました。なにか良

い解決方法はないかと考えていたある日、青い空を自

由に飛び回るカモメが、ニュースで見たドローンの姿

と重なり「これだ！」と、ドローンが離島にモノを届け

る仕組みを思いつきました。しかし、過疎の離島で実

際にサービスを受けられるのはまだ先になりそうです。

ならば自分で始めようと、周りに声をかけ、クラウドファ

ンディングから、このプロジェクトは始まりました。
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A B O U T

会社名
本社所在地

設立年月日
資本金
役員

M A I L  i n f o @ k a m o m e y a - i n c . c o m
W E B   h t t p s : / / w w w . k a m o m e y a - i n c . c o m

株式会社かもめや  (KAMOMEYA Inc.)

〒761-0301
香川県高松市林町2217-44 ネクスト香川
2017年4月
4,933万円（2019年11月現在）
代表取締役　小野 正人
取締役　　　八木 俊則
　　　　　　正木 剛
社外取締役　真鍋 康正

 会社概要 沿革

2014年   6月
2015年   1月

2015年   8月
2015年 10月
2016年   4月
2017年   7月

香川県高松市男木島で創業
クラウドファンディングによる
日本初の長距離海上輸送実験に成功
瀬戸内かもめプロジェクト発足
香川産業頭脳化センタービルに移転
株式会社かもめや設立
香川県新規産業創出支援センター
ネクスト香川に移転
DroneFundより第三者割当増資を実施

これからのかもめや
陸・海・空を安全に効率よく輸送する
無人物流プラットフォーム

かもめやの無人物流プラットフォーム「OCEAN（オーシャ
ン）」では、かもめ型の無人航空機「KamomeAir」、桃の
形をした無人輸送船「Donbura.co」、自動で走る手押し
車「Smart.ONBA」などの無人物流ロボットが荷物を運び
ます。これらのロボットは、リアルタイム気象観測装置
「KAZAMIDORI」から届けられるリアルタイムの気象情報
や、人が乗った飛行機や船、自動車などの位置情報をも
とに衝突回避をし、安全かつ最適な輸送ルートを見極め
ながら、正確に配達先まで荷物を届けるものです。

統 合 管 理

KAZAMIDORI
Intergrated UTM

航 空 輸 送

KamomeAir
Cargo UAV

海 上 輸 送

Donbura.co
Cargo UMV

地 上 輸 送

Smart.ONBA
Cargo UGV

かもめやが描く少し先の未来－。

それは、モノだけでなく人も自由にまちと離島を往来できる日常です。

緊急時の運行はもちろん、たとえば航路が不便な離島に住みながら街に通勤できるようになれば、

離島の過疎化が食い止められるはずです。

離島間の移動をもっと気軽に。

思い立ったとき、すぐに飛んでゆける便利な暮らしの実現を目指します。

O C E A N
U N M A N N E D  L O G I S T I C S  P L A T F O R M
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

日本航空株式会社
貨物郵便本部

長安　信哉 070-3937-5362 shinya.w4yk@jal.com

日本航空株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

・JALグループは日本の地域の翼として、普段より各地域の振興、地域の課題解決に力を入れている。特に、鹿
児島県の日本エアコミューター、沖縄県の日本トランスオーシャン航空と琉球エアーコミューター、北海道の北海
道エアシステムは、離島地域の課題解決、活性化に日々取り組んでいる。また、JALグループ国内線では月間3
万トンの航空貨物を運んでおり、多くの荷主及び物流業者とのつながりがある。

・離島地域における物流課題解決に関する取り組みの推進と輸送品質や物流サービスとしての可能性の検証を
目的に、2020年2月18日～19日に長崎県新上五島町、小値賀町、西海市にて無人ヘリコプターを使った物流実
証実験を行った。詳細はプレスリリースを参照。 https://press.jal.co.jp/ja/release/202002/005503.html

・今回の実験を通じて、次のような示唆が得られた。
①離島地域における物流ニーズ：
離島地域では、海上による物資輸送が主たる輸送手段であるものの、1日あたりの輸送回数に限りがあるため、
緊急性の高い物資の輸送をタイムリーに行えないという課題がある。今回の実験を通じて、地元の皆様からサー
ビス実現に向けた期待の声を頂き、無人航空機を用いたJALグループ便との接続輸送サービスは納期の短縮な
ど、離島における課題解決に資する可能性がある。
②輸送品質：庫内温度も安定しており、一定のサービス品質レベルでの輸送が可能である。
③採算性、機体の制約：
今回の小型無人ヘリを使った少量輸送では採算ベースに乗らず、ニーズに対してペイロードや飛距離の不足が
ある。事業化に向けては機材の大型化と共に、天候の影響も含めた就航率が要諦である。
④無人機技術に対する一般社会の理解
無人機による貨物輸送について一般社会の理解を得るに至っていない。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

鹿児島県離島の物流課題例 （日本エアコミューター：JACのケース）
・JACの貨物需要便は既に満杯。
　午前：　鹿児島空港→離島空港　宅配貨物需要
　午後：　離島空港→鹿児島空港　生鮮品需要
・島で取れた海産物を都市部にもっと流通させたいがフライト出発時刻に合わないとの顧客の声がある。
・緊急貨物につき、JAC便の搬入締め切り時刻に間に合わない課題がある。

長崎県離島の物流課題例：
九州本島（長崎市）→五島列島　宅配貨物需要
五島列島→九州本島（長崎市、福岡市）　生鮮品需要
・五島列島向けの宅配貨物需要は天候事由（しけ）による船欠航で貨物遅延が発生する。
・既存航空便の貨物スペースは一杯。

このような離島の物流課題を本島＝離島間、離島＝離島間で無人航空機を運航し、JALグループ便との貨物接
続も含めた輸送を実現する事で解決したい。

・当面の取り組みは「無人航空機の貨物輸送に対する一般社会の受容の醸成」を目的に、社会的意義があり実
用性のある定期輸送モデルを検討し、賛同者を募って一定期間定期的に無人航空機を飛ばして貨物輸送実験
を行いたい。
・将来の事業化のためのオペレーションノウハウ蓄積と採算確保のためのブレークスルーを検討しつつ、まずは
当取り組みを広く社会に共有し、無人航空機による貨物輸送の理解が広がることを期待したい。

（３）その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

技術本部　環境・リニューアル技
術部

丸山信一郎 050-3137-2842
ShinichiroMaruyama@smco
n.co.jp

三井住友建設株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで
ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

　
　EVから得られる直流電源をエレベーターや給水ポンプ等で利用できる交流動力電源に変換し、災害に伴う停
電時にも建物に給電するシステム「コネクティッドEV」を自社保有している。実建物で1件実装中であり、この技術
を離島でも利用する。建物への電力供給方法としては、停泊中の船舶や再エネ施設から電気自動車（EV）へ電
力を充電し、離島内でEVを走らせ電力を輸送して需要家まで供給する。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容　：離島でのＥＶ電源の利活用

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

　
　離島における再生可能エネルギーやEV（蓄電池）を活用した新たな電力供給体制の構築
　・課題：①電力需要先の確保　②需給マッチング　③EV調達と輸送ルート　④電力供給元の確保

東京海洋大学と共同研究

（３）その他

様式１

課題①

電力需要先の確保
課題②

需給マッチング

課題③

EV調達と電力輸送ルート
課題④

電力供給元の確保
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

（３）その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

一般社団法人離島エネルギー研究所 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

　当社は、日本で唯一、離島に本社を置く地域電力会社の「五島市民電力株式会社（本社：長崎県五島市末広
町8-4）」の事業運営を担う事業者である。具体的には、次の３点の業務を日々行っている。
　①　電力供給計画の策定。
　②　供給する電力について、島内電源の確保。
　③　電気自動車（EV）向け充電スタンドへの電力供給と災害時のEVからのオフィス等への電力供給体制の構
築。

　また、当社独自に自家発用太陽光発電とEMS（エネルギーマネージメントシステム）を用いた電力制御実証試
験を、島内の幼稚園、小学校、中学校、漁業関連施設にて実施している。これは、平常時と災害時の両面を考
慮した取り組みである。
　[平常時]　それら施設における電気代低減を目指した取り組み。
　[災害時]　それら施設（一部は避難所）への電力供給が停止した場合、最低限の電力を自ら賄えることを目指
した取り組み。
　さらに、EVやヒートポンプの導入が、家庭の光熱費や燃料費をどの程度引き下げるか、同時に、災害時に電力
や給湯にどの程度貢献できるのかを、各家庭、オフィス単位で分析、提案するツールを長崎総合科学大学と共
同で開発している。

・課題１：　ガソリンや軽油等が島外に比べて高い。
・課題２：　災害や事故によって離島内の電力系統が途切れた場合、地理的制約から復旧に時間がかかる。
・課題３：　上記課題２のうち、二次離島への電力系統が途切れた場合、それら離島は独自の電力供給体制を組
む必要がある。

　上記３点の課題について、補足する。
１点目は、離島はガソリンや軽油等の生活必需燃料が本土からの輸送費の関係で概して高く、島民の生活を圧
迫する一つの要因となっていることを意味する。
２点目は、台風や地震等の災害や何らかの事故が離島内で発生した場合、離島は地理的制約から本土に比べ
て復旧に比較的時間がかかることが考えられる。過去の実績では、大規模停電による復旧までの日数は2～4日
程度であるが、人口減少によって災害対策が難しくなっている離島の現状では、それがさらに伸びることも十分
考えられる。
３点目は、今国会（第201通常国会）に提出された電気事業法改正案に関連する。同法改正案では、今後、離島
や中山間地など、電力需要が少ない地域への送電線が災害等によって切断した場合、復旧せず、それら地域内
で電力を賄うような仕組みが想定されている。五島列島のような離島のうち、人口200人以下の二次離島は一次
離島と海底送電ケーブルでつながっているが、稀に漁業等の影響から海底ケーブルが断線する事象もある。従
い、将来仮に一次離島と二次離島とを繋ぐ海底ケーブルが切断した場合、当該二次離島は自ら電力供給を行う
必要に迫られる可能性もある。

　本提案は、島内で用いるエネルギー源を電力にシフトし、電力の需要側マネージメントをEMSやEVによって行う
と共に、供給側を島内電源で賄うことで、災害時も含めた安定した電力供給とエネルギー支出を削減する提案で
ある。

様式１
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一般社団法人離島エネルギー研
究所

木村誠一郎 0959-86-0686 kimura@re-eneken.jp
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

1. 「リユース蓄電池」モデルの定着と電動車の普及によって、循環型の持続可能なエネルギー社会の構築と
    島内の公共交通機能の拡充に貢献

2. 地域コミュニティが主体的にエネルギーインフラを運用する「地域エネルギーサービス事業」の創出

       環境を構築し、エネルギー源の多様化を図る。

　　　の提供。

3. 「地域エネルギーサービス」事業からサービスプロバイダー（地域ESP事業）への展開

　　　として定着させる。

　　　蓄電池システム運用 ・環境価値提供などの各種サービス提供のハブとなることを検討。

社会インフラ事業本部 石原 賢人 03-6285-5552
kento.ishihara@sumitomocorp.
com

住友商事株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

1. 鹿児島県 薩摩川内市における 甑島リユース蓄電池実証事業

　　　多くの再エネを導入する環境を整備。

2. こしき島 みらいの島プロジェクト

　　　を実施。普段は、コミュニティ間を繋ぐ、環境にやさしい離島の交通手段として活用将来は、EVの蓄電池
　　　としての活用価値を充電インフラ整備に還元する仕組みを検討。

3. 国内外のスマートシティ案件への入札経験と海外提携先

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

　　　としての役割を担う可能性がある。

（３）その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

代表取締役社長 加藤　牧子 022-226-8818
info@phytochem-
products.co.jp

（複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、該当
するものを○で囲

んでください。

交通・モビリティ
エネルギー

物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

　弊社は、東北大学工学研究科北川尚美教授の開発した技術の社会実装を行う大学発スタートアップであり、
2018年6月に創立された。東北大学と共同で、下記の２つのスマートアイランド実現に資する技術開発に関わっ
ている。
１．環境調和型のバイオ液体燃料製造技術
　NEDOプロジェクト（H27-H30）として、種子島にて「イオン交換樹脂法による地域密着型バイオ燃料製造装置の
実用化研究」に取り組んだ（東北大と他会社と共同事業）。種子島は人口約3万人であり、廃食用油が月4000L
程度発生、これを回収している。既に、NPO法人にて、一般的なNaOHなどのアルカリを用いる製造法で、軽油代
替燃料となるバイオディーゼルに変換され、送迎車両の燃料として利用されていた。しかし、品質が悪くエンジン
トラブルが多発、新型のコモンレールエンジンでは利用できなかった。東北大のイオン交換樹脂法では、廃食用
油とアルコールを混合した原料を、樹脂を充填した反応器に通過させるだけの簡便な操作で高品質燃料を連続
製造できる。この技術に基づく実用装置を開発・導入し、ランニングコスト95円/L程度で製造でき、新型エンジン
でもトラブルなく走行できることなどを実証している。弊社は、さらに装置改良を行い、操作性の高い製造装置と
して完成させている。
２．未利用糖を原料とする機能性界面活性剤製造技術
　JSTプロジェクト（H29-R3）として、種子島にて「安全・安心なバイオマス由来界面活性剤の高効率製造プロセス
の開発」に取り組んでいる（新光糖業と東北大の共同事業）。製糖工場で発生する未利用糖の高付加価値化を
目指したものであり、弊社社長の加藤は、起業前は事業メンバーであり、装置の設計・製作を担っていた。この
界面活性剤は、前述のバイオ燃料となる脂肪酸エステルと糖を反応させることで合成されるが、現行法では多く
の課題がありコスト高で、高価な食品などに利用が限定されている。東北大のイオン交換樹脂法を用いること
で、温和な条件で連続製造できることから、経済性が高まり、化石燃料由来の界面活性剤の代替を推進できる。

　解決したい離島の課題は、可能な限り離島内でエネルギーや物質を循環させ、不安なく生活できる環境を整え
ることである。さらには、離島から優れた製品や技術を島外に向かって発信していけるようにしたい。
（１）で述べた2つの技術は、いずれも島内で得られる資源であるが、現状では付加価値の低いものを、高い価値
を持つ製品に変換するものである。また、日本の南西諸島など、製糖業が行われている離島に導入することで、
産業を拡大し、より大きな利益をもたらすことができる技術である。
　ただし、残念ながら、現状では技術導入のためのリソース（人材、設備、資金）がない。弊社は、東北大発のス
タートアップであり、イオン交換樹脂法を用い、用途に応じた様々な装置の基本設計や技術指導を行っており、
装置の製作や運転は離島の人材と協働で取り組みたいと考えている。そのためには、現地の担い手確保と人材
育成が重要となる。
　この技術は、島のエネルギーや交通分野のCO2排出量削減に貢献、環境や教育への効果も高く、新たな産業
となり人材育成にもつながる。イオン交換樹脂法による製造装置は、海外からも導入希望が多く、技術拠点とし
ての離島の存在を世界に向けて発信できる。

○提案内容 環境調和型のバイオ液体燃料製造技術、未利用糖を原料とする機能性界面活性剤製造技術

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

ファイトケム・プロダクツ(株)＋東北大学

（３）その他

様式１
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